
第４章

めざす姿
次世代半導体をトリガーに、世界に挑む北海道
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第４章 1 めざす姿①（実現に向けた全体像）
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「北海道デジタルパーク」の展開

北
海
道
全
体
の

価
値
を
押
し
上
げ
る

次世代半導体

再エネＤＣ

AI・計算基盤

ドローン

スマート農林水産業

スマート観光

自動運転
（通年実用化）

遠隔医療

宇宙関連産業

・ ラピダス社の立地を契機として、半導体の製造、研究、人材育成等が一体となった複合拠点を実現
し、すべての産業分野におけるDXを進める「北海道デジタルパーク」を展開する中で、その効果を道央
圏のみならず全道に波及させます。



・ 道がめざす姿の実現に向けては、まずは、ラピダス社が進めている国家プロジェクトとしての次世代半
導体製造拠点の整備事業を成功させることが何よりも重要です。

・ 2027年の量産化に向けて、国・道・千歳市など各主体がそれぞれの役割を十分に発揮し、用排水
施設や周辺道路などのインフラ整備、人材育成・確保、受入環境の整備など必要な支援を実施しま
す。

第４章 1 めざす姿②（ラピダス社のプロジェクト成功）
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第４章 1 めざす姿③（複合拠点の実現）
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・ 次世代半導体の製造拠点の整備に向けて、必要な支援に迅速に取り組むとともに、まずは道央圏
での製造・研究・人材育成等が一体となった複合拠点を実現します。

・ 複合拠点は、道内の半導体関連企業と公設・民間の研究開発機関、大学や高専等の教育機関
が一体となったものであり、複合拠点を構成する各主体が、半導体の製造のみならず、産学官による共
同研究や半導体人材の育成・確保に係る取組などを連携して推進する機能を充実させます。

複合拠点の概念



第４章 1 めざす姿④-1（全道への効果の波及～地域の付加価値向上）
・ 道央圏における複合拠点の実現に向けた取組を進めるとともに、ラピダス社の立地を契機とした投資や
雇用、関係人口の拡大などの効果を積極的に取り込み、地域の付加価値向上を図ります。
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地域の付加価値向上



・ 再エネ供給拠点の近傍にAIデータセンターや半導体関連産業の集積が進む中、これらAI用の計算
基盤と多様なフィールドを活かしてスタートアップ等を呼び込み、地域のニーズをもとに、スマート農業をは
じめ、様々なAIの研究開発や実証・実装に取り組むなど、GXとAI、半導体・デジタル関連の産業政
策の一体的な推進により、道内各地の産業にDXを展開し、デジタルの好循環を生み出すことで、全
道がデジタルパークとなり、担い手不足など地域課題の解決や新産業の創出に繋げます。

再エネの供給 道内でのAIデータセンターの利活用

AIデータセンター

AIの研究開発の推進

送電インフラ
（道と本州間の海底直流送電ケーブル・地内連携強化） （道と首都圏等を結ぶオール光ネットワークの整備等）

通信インフラ

（スタートアップ等の集積）

半導体関連産業の集積

道内での再エネの利活用

出典：ソフトバンク

写真提供：（株）クボタ

出典：北海道開発局

再エネ

活用

AI活用モデルの全国展開

全道をデジタルパークに

出典：FARMNOTE

社

会
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DX展開（例）

地域へのひ益
(地域課題解決)
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ら
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地
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産
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省
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化
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向
上

・輸送コストの

削減

・質の高い医療

の提供

・生産コストの

削減

・省力化・効率化

の実現

など

など

など

新産業の創出

自動走行トラクター

健康状態の自動管理

自動制御による除雪

地
域
ニ
ー
ズ
と
企
業
シ
ー
ズ
の
マ
ッ
チ
ン
グ

等

【暮らし】

・人口減少や
高齢化の進展

＜医療＞
・医療資源の
偏在 など

【産 業】

・人手不足や
担い手不足

<運輸業＞
・運転手の不足

など

＜1次産業＞
・生産性の向上

など

<観光＞
・観光産業の
担い手不足

など

地域で生じている

様々な課題

・効果的な誘客や

マーケティング

・業務の効率化
など

第４章 1 めざす姿④-2（全道への効果の波及～デジタルの好循環の全道展開）
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・ 次世代半導体の製造拠点の整備に向けて、必要な支援に迅速に取り組むとともに、まずは道央圏
での製造・研究・人材育成等が一体となった複合拠点を実現し、道内各地に拠点を設け、デジタルイ
ンフラなどを介して有機的に結びつけることにより、半導体エコシステムを構築し、国内はもとより世界に
向けてネットワークの強化を図ります。

第４章 ２ めざす姿の実現に向けた課題と方針①（複合拠点の実現に向けて）

半導体関連産業の集積

・ 市町村等と連携したインフラ及び制度面の受入環境の整
備や、道内企業の参入促進・取引拡大を進めるとともに、
国内外の半導体関連企業の誘致を積極的に展開し、環
境負荷の軽減を図りながら、関連産業の集積を図ることで、
道内のサプライチェーンを強化します。

人材の安定供給

・ 教育機関等と連携し、半導体分野の認知度向上や教
育内容の充実、即戦力人材の育成、国内外の高度な知
識・技術を有する人材の誘致などにより、人材の安定供給
を図ります。

イノベーションの創出

・ 半導体関連の研究拠点誘致など研究体制の整備や、産
学官連携による製品・技術開発に向けた共同研究の促進、
ベンチャー企業やスタートアップの育成などにより、本道のイノ
ベーションの創出を図ります。

研究

人材
育成

【方針１】

【方針２】

【方針３】

【課題】 半導体関連産業の集積が低い

・ 半導体関連企業の道内立地を戦略的に
進めるべきではないか。
・ 道内企業がサプライチェーンに参入できる
環境を整えるべきではないか。

【課題】 産学官連携の取組不足

・ 道内大学や研究機関、スタートアップ等が
持つシーズとニーズをマッチングし、イノベーショ
ンを促進できないか。

【課題】 半導体人材の不足

・ 道内では、半導体に特化した人材育成が
不十分ではないか。
・ 道内での育成・確保に加え、道外・海外か
らの人材誘致も必要ではないか。
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製造



第４章 ２ めざす姿の実現に向けた課題と方針②（全道への効果の波及に向けて）

・ 本道に優位性のある農林水産業や観光業などのスマート化とともに、関連投資や雇用、関係
人口の拡大などの効果を積極的に取り込み、本道全体の経済活性化を図ります。
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【課題】 地域経済の活性化

① デジタルの好循環の全道展開
・ 半導体関連産業が持つ成長力を最大限に取り込むため、道内各

地でのデータセンターの立地や全道をカバーする高速通信網・送電
網の増強等のデジタルインフラの整備、半導体を活用するAIや自動
運転などのスタートアップやデジタル関連企業の集積、農林水産業や
観光業など本道の優位性を活かした産業や暮らしのスマート化、AI
を活用した地域課題の解決につなげるデジタルの好循環の全道展
開を図ります。

・ 国内随一の再エネポテンシャルを最大限活用し、全道各地におい
て、GXに関連する良質な投資を促進し、GX産業の集積を図ります。

全道をデジタルパークに

② 地域の付加価値の向上
・ ラピダス社の立地効果を最大限に取り込むため、道内の投資や雇
用、関係人口の拡大を好機と捉え、地域の魅力をさらに高め、地域
資源等を活かした企業の誘致やビジネスマッチングの推進、地域への
誘客やワーケーションの推進など、新たな需要を取り込むことで、地域
の付加価値の向上を図ります。

【方針４】一極集中への懸念

・ 人口減少が進む中、人や資
源が道央圏に集中してしまう
のではないか。

・ 経済効果を全道に波及させ
るべきではないか。

波及
効果

【方針４】一極集中への懸念



第４章 ３ 複合拠点の実現に向けて①（方針１）

［具体的な取組］
① 受入環境の整備
● 北海道半導体人材等育成推進協議会をはじめとする関係機関との連携体制の構築
● 用排水施設、周辺道路等の各種インフラ整備
● 複合拠点の実現に向けた製造、研究、人材育成等の関係者によるネットワーク化
・ 洋上風力をはじめとする再エネの開発

② 道内企業の参入促進・取引拡大
● 道内企業の半導体関連産業への参入促進を図るセミナーの開催やマッチングの支援
・ 道内企業の技術力向上に向けた公設試験場等による技術支援、展示会、交流商談会の開催
・ 新分野、新事業進出をめざす道内企業の商品やサービス開発等の取組支援
・ AI、IoT、ロボット導入による生産性向上に向けた人材育成や専門家の派遣

③ 半導体関連企業の誘致
● 国内外の展示会への出展や企業立地セミナーの開催、海外プロモーションや投資家の招聘
● トップセールスや企業訪問などによる半導体関連企業の誘致

・ 市町村等と連携したインフラ及び制度面の受入環境の整備や、道内企業の参入促進・取引拡大
を進めるとともに、国内外の半導体関連企業の誘致を積極的に展開し、環境負荷の軽減を図りなが
ら、関連産業の集積を図ることで、道内のサプライチェーンを強化します。

方針１ 半導体関連産業の集積
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●：当初５年間で重点的に実施する取組



第４章 ３ 複合拠点の実現に向けて②（方針２）
方針２ イノベーションの創出

［具体的な取組］
① 共同研究体制の整備
● 大学の産学連携部門をはじめとする関係機関との連携体制の構築
● 国内外の半導体に関する研究開発拠点の誘致
・ 産学官の連携による、研究の事業化を支援する「北大リサーチ&ビジネスパーク」構想の推進
● 複合拠点の実現に向けた製造、研究、人材育成等の関係者によるネットワーク化［再掲］

② プロジェクトの組成
● 北海道発の新製品・新技術の開発に向けた研究シーズと企業ニーズのマッチング支援
● 半導体関連企業と大学や研究機関などが連携して行う新技術、新商品の創出など、事業化に

向けた研究開発の支援

③ スタートアップ等の創出
● 産学官が連携した起業家育成、伴走支援、誘致の促進等によるスタートアップの創出・集積
・ 研究成果の社会実装を迅速化するオープンイノベーションの推進

・ 半導体関連の研究拠点誘致など研究体制の整備や、産学官連携による製品・技術開発に向け
た共同研究の促進、ベンチャー企業やスタートアップの育成などにより、本道のイノベーションの創出を
図ります。

方針２ イノベーションの創出
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●：当初５年間で重点的に実施する取組



第４章 ３ 複合拠点の実現に向けて③（方針３）
方針３ 人材の安定供給

［具体的な取組］
① 認知度・関心の向上
● 教育機関等と連携したセミナーや出前講座の実施
・ 科学体験イベントなどの場を活用した若年層向けの半導体関連産業の紹介

② 教育環境の整備
● 北海道半導体人材育成等推進協議会や教育機関と連携した教育内容の検討・充実
● 複合拠点の実現に向けた製造、研究、人材育成等の関係者によるネットワーク化［再掲］

③ 人材の育成・誘致
・ IoT、ロボティクス等の先端技術等を有するデジタル人材の育成
● 新規学卒者の道内半導体関連企業への就職に向けた企業説明会の開催
● UIJターンの促進に向けた移住支援金の支給や就職相談会の開催
・ 外国人が安心して働き暮らせる環境づくりに向けた相談体制の充実や地域の対応力強化
・ 外国人材定着のための企業へのセミナーやマッチングの実施
・ ほっかいどう未来チャレンジ基金を活用した若者の海外留学や実践活動の応援

・ 教育機関等と連携し、半導体分野の認知度向上や教育内容の充実、即戦力人材の育成、国
内外の高度な知識・技術を有する人材の誘致などにより、人材の安定供給を図ります。

方針３ 人材の安定供給
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●：当初５年間で重点的に実施する取組



第４章 ４ 全道への効果の波及に向けて①（方針４ｰ①）
方針４ 地域経済の活性化

①デジタルの好循環の全道展開

［具体的な取組］
① デジタルインフラの整備
・ 北海道と本州を結ぶ海底直流送電ケーブルの整備
● 本道の冷涼な気候や再生可能エネルギーを活かしたデータセンターなどの誘致
● 全道をカバーする高速通信網・送電網の増強
● 北極海通信ケーブルの陸揚げの整備

・ 半導体関連産業が持つ成長力を最大限に取り込むため、道内各地でのデータセンターの立地や
全道をカバーする高速通信網・送電網の増強等のデジタルインフラの整備、半導体を活用するAIや
自動運転、ドローンなどのDX関連企業の集積、農林水産業や観光業など本道の優位性を活かした
産業や暮らしのスマート化により、デジタルの好循環の全道展開を図ります。
・ 国内随一の再エネポテンシャルを最大限活用し、全道各地において、GXに関連する良質な投資を
促進し、GX産業の集積を図ります。
・ 道内で集積しつつある半導体関連産業やデータセンターなどの計算基盤を活用し、全道を実証
フィールドとしてAIの実証・実装を進めることで、地域課題の解決につなげ、全道への立地効果を波及
させていきます。

方針４ 地域経済の活性化

② DX関連企業の集積
・ AIや自動運転のDX関連企業などのデジタル産業の集積に向けたセミナーや展示会の開催
・ デジタル産業に係る開発拠点や本社機能移転に向けた誘致の強化
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●：当初５年間で重点的に実施する取組



第４章 ４ 全道への効果の波及に向けて①（方針４ｰ①）
方針４ 地域経済の活性化

①デジタルの好循環の全道展開

［具体的な取組］

方針４ 地域経済の活性化

●：当初５年間で重点的に実施する取組

③ 本道のAI計算基盤と多様なフィールドを活用したAIの利活用の促進
● AIを活用した道内の地域課題の解決を図る体制の構築
● AIスタートアップ等の保有する技術シーズと地域課題とのマッチングによる、道内の多様なフィールド

を活用した実証試験の実施

④ 暮らしや産業のスマート化
・ AI、IoT等の技術活用によるアドバイザー派遣などによる企業のDX支援
・ デジタル技術を活用した交流やビジネス手段の多角化による企業の生産性向上支援
・ センシング技術やロボット技術等の開発による工場などの省力化支援
・ 第一次産業におけるデジタル技術の活用及びものづくり産業との連携体制の構築
・ ドローンの利活用の可能性の調査・検証
・ 自動運転の通年実用化に向けた実証試験誘致の取組や自治体と企業とのマッチング支援
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第４章 ４ 全道への効果の波及に向けて②（方針４ｰ②）
② 地域の付加価値の向上

［具体的な取組］
① 関連投資や関係人口の拡大
● 関係機関と連携した消耗品や工事、各種サービス等への道内企業の受注機会の確保
● オンライン商談会や海外展示会出展など商談機会創出や北海道ブランドの発信
● デジタルメディアや観光アプリ等を通じた情報発信

② 地域の優位性発揮
● デジタル等の成長分野や食、観光など本道の強みを活かした企業誘致
● 観光地におけるDXへの支援など地域の魅力を活かした観光地づくりの推進
・ ビジネス機会の拡大に対する人材の獲得支援などによる宇宙関連産業の振興

③ 新たな需要の取り込み
・ 食や自然、環境など本道の強み、特性を活かしたMICEや投資の誘致
・ 国内外の観光客の誘客促進
・ ワーケーション等の滞在型観光の推進

・ ラピダス社の立地効果を最大限に取り込むため、道内の投資や雇用、関係人口の拡大を好機と
捉え、地域の魅力をさらに高め、地域資源等を活かした企業の誘致やビジネスマッチングの推進、地
域への誘客やワーケーションの推進など、新たな需要を取り込むことで、地域の付加価値向上を図りま
す。
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・ 今後、ラピダス社の進出に伴う半導体関連企業等の立地や、次世代半導体やデータセンター・AI等
のデジタルインフラを活用するデジタル関連産業の道内への展開の動向などを注視しながら、受入のため
に必要となり得るインフラ整備等に関する課題について、関係機関等と連携して検討します。

第４章 ５ その他（今後の検討事項）

（想定される主な課題）

➢ 新たな需要に対応するための工業団地や用排水施設、周辺道路などのインフラの整備

➢ 産業集積を図るための交通インフラの整備

➢ 半導体製造に係る部素材輸送のための物流拠点の整備

➢ 経済効果を全道にひ益させるための交通ネットワークの整備

➢ 国内外ビジネス需要等に対応する航空ネットワークの充実

➢ 高度研究人材、オペレーション人材のための住環境の整備

➢ 交流人口、関係人口の拡大に対応するための宿泊施設の整備

➢ 国内外から来道する技術者の子どもに対する教育環境の整備
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第５章

推進管理
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・ 本ビジョンの進捗管理は、北海道次世代半導体産業立地推進本部で実施します。

・ 本ビジョンの推進に当たっては、行政や（一社）北海道新産業創造機構（ANIC）をはじめとする
経済団体、企業、教育機関、支援機関等と緊密に連携するとともに、道民の皆様の理解と共感を得
るよう努めます。

・ めざす姿の実現に向けた進捗状況を定期的に把握し公表します。

・ 本ビジョンの推進を通じて、持続可能な開発目標（SDGs）が掲げるゴール７、８、９、12、13の
達成に貢献します。

第５章 １ 進捗管理と推進体制

ゴール７ すべての人々の、安価かつ信頼できる持続
可能な近代的エネルギーへのアクセスを確
保する。

ゴール８ 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべ
ての人々の完全かつ生産的な雇用と働きが
いのある人間らしい雇用（ディーセント・ワー
ク）を促進する。

ゴール９ 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂
的かつ持続可能な産業化の促進及びイノ
ベーションの推進を図る。

ゴール12 持続可能な生産消費形態を確保する。

ゴール13 気候変動及びその影響を軽減するための
緊急対策を講じる。
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・ めざす姿の実現に向けて、各方針ごとに各般の施策を戦略的に展開するために、目標値を設定しま
す｡

第５章 ２ 目標値

指 標 現 状 目標値

方針１

① 半導体関連企業の出荷額※１
2,108億円

（2021年）
［経済構造実態調査］

1兆3,162億円
（2033年）

② 半導体関連企業の数※２
117件

（2024年3月）
［協議会調査］※3

173件
（2034年3月）

方針２

③ 大学や高専における半導体に関する共同研究などの
産学連携数（累計）

－
［道調査］

200件
（2034年3月）

④ 半導体に関するスタートアップの創出・集積数（累計）
１件

（2024年2月）
［道調査］

11件
（2034年3月）

方針３

⑤ 半導体関連企業の雇用者数※１
6,857人

（2022年6月）
［経済構造実態調査］

12,607人
（2033年6月）

⑥ 道内理工系大学院・大学・高専卒業者及び
修了者の道内就職率

大学・高専
40％

（2023年3月）
［道調査］

50％
（2034年3月）

大 学 院
18％

（2023年3月）
［道調査］

25％
（2034年3月）

方針４ ⑦ 半導体関連企業による道内総生産への影響額※4 －
［道調査］

1兆259億円
（2033年度）

※１ 日本標準産業分類における「28_電子部品・デバイス・電子回路製造業」、「267_半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置製造業」の合計値。
※２ 公開情報などにより、道が把握した半導体関係の取引を有する事業所の合計値。
※３ 北海道半導体人材育成等推進協議会「北海道半導体・電子デバイス企業サプライチェーンマップ」掲載の事業所数。
※４ 日本標準産業分類における「28_電子部品・デバイス・電子回路製造業」、「267_半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置製造業」が対象。 54


